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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ハロゲン非含有難燃熱可塑性樹脂組成物であって、
　　（Ａ）熱可塑性樹脂、
　　（Ｂ）次亜燐酸アルミニウム、
　　（Ｃ）芳香族燐酸エステル、及び
　　（Ｄ）ドリップ防止剤
を含み、
　該熱可塑性樹脂組成物に含まれる熱可塑性樹脂が衝撃改良スチレン系樹脂からなる、
樹脂組成物。
【請求項２】
　前記衝撃改良スチレン系樹脂がＡＢＳ樹脂である、請求項１に記載の樹脂組成物。
【請求項３】
　前記（Ｃ）芳香族燐酸エステルが芳香族縮合燐酸エステルである請求項１～２のいずれ
か１項に記載の樹脂組成物。
【請求項４】
　前記（Ｃ）芳香族燐酸エステルがレゾルシノールビス（ジ－２，６－キシリルホスフェ
ート）である請求項１～２のいずれか１項に記載の樹脂組成物。
【請求項５】
　前記（Ｄ）ドリップ防止剤がポリテトラフルオロエチレンをベースとする樹脂である請
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求項１～４のいずれか１項に記載の樹脂組成物。
【請求項６】
　前記（Ｂ）次亜燐酸アルミニウムと前記（Ｃ）芳香族燐酸エステルの重量比が（Ｂ）：
（Ｃ）＝９０：１０～６０：４０である請求項１～５のいずれか１項に記載の樹脂組成物
。
【請求項７】
　前記（Ｂ）次亜燐酸アルミニウムと前記（Ｃ）芳香族燐酸エステルの重量比が（Ｂ）：
（Ｃ）＝８５：１５～６５：３５である請求項１～５のいずれか１項に記載の樹脂組成物
。
【請求項８】
　前記（Ｂ）次亜燐酸アルミニウムと前記（Ｃ）芳香族燐酸エステルの重量比が（Ｂ）：
（Ｃ）＝８０：２０～７０：３０である請求項１～５のいずれか１項に記載の樹脂組成物
。
【請求項９】
　前記ドリップ防止剤の量が樹脂組成物のうち０．１～０．６重量％である請求項５に記
載の樹脂組成物。
【請求項１０】
　ガラス繊維を含まない、請求項１～９のいずれか１項に記載の樹脂組成物。
【請求項１１】
　ハロゲン非含有熱可塑性樹脂組成物を難燃化するための難燃剤であって、
　該熱可塑性樹脂組成物は、
　　（Ａ）熱可塑性樹脂、及び
　　（Ｄ）ドリップ防止剤
を含み、
　該熱可塑性樹脂組成物に含まれる熱可塑性樹脂が衝撃改良スチレン系樹脂からなり、
　該難燃剤が、
　　（Ｂ）次亜燐酸アルミニウム、及び
　　（Ｃ）芳香族燐酸エステル
を含み、該（Ｃ）芳香族燐酸エステルの重量が、該（Ｂ）次亜燐酸アルミニウムと該（Ｃ
）芳香族燐酸エステルの合計重量のうちの１０％以上である、難燃剤。
【請求項１２】
　前記衝撃改良スチレン系樹脂がＡＢＳまたはＨＩＰＳであり、前記（Ｃ）芳香族燐酸エ
ステルがレゾルシノールビス（ジ－２，６－キシリルホスフェート）であり、前記（Ｂ）
次亜燐酸アルミニウムと前記（Ｃ）芳香族燐酸エステルの重量比が（Ｂ）：（Ｃ）＝８５
：１５～６５：３５である、請求項１１に記載の難燃剤。
【請求項１３】
　前記衝撃改良スチレン系樹脂が高衝撃ポリスチレン樹脂（ＨＩＰＳ）である請求項１、
３～９のいずれか１項に記載の樹脂組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、熱可塑性耐衝撃スチレン系ポリマーをベースとした、環境にやさしい難燃性
成形材料に関する。
【背景技術】
【０００２】
　有機ポリマーの化学的組成物は容易に燃焼可能になる。それ故に、加工業者が要望する
、国や国際機関の定める厳しい難燃規格を満たすため、様々な難燃剤が通常、ポリマーに
ブレンドされる。
【０００３】
　最近では、以前から使用される臭素系難燃剤と比較して一般的に高価であるにもかかわ
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らず、環境に対する安全性からハロゲンフリー難燃剤が使用される。そのため、熱可塑性
ポリマー市場におけるハロゲンフリー難燃剤の重要性が増している。これらの製品に求め
られる基本的な要件としては、配合、成形条件における良好な処理性、固体状態における
良好な機械的特性及び電気特性、成形中あるいはその後にブルーミングや変色を生じない
こと、強化ポリマー及び非強化ポリマー双方における良好な難燃性がある。
【０００４】
　純粋なポリスチレンは硬いが脆い。例えば、ポリブタジエンゴムのようなゴムで変性す
ることにより、より高い衝撃特性の製品を得ることができる。従って、衝撃改良スチレン
系ポリマーが得られる。
【０００５】
　衝撃改良スチレン系ポリマーは、連続した、剛直なスチレン樹脂連続相に追加相として
分散されたゴム粒子を含むものとして記載され得る。２つのポリマーの界面の表面張力が
異なることから、押出機を通した溶融混合によって熱可塑性連続相へゴム相を細かく分散
させることは困難である。よく分散されたゴムを含む製品の衝撃特性は、一般的に、よく
分散されていないゴムを含む製品の衝撃特性よりも、非常に良好である。
【０００６】
　スチレン相の重合中にゴムを添加することで化学的にポリスチレン相に結合したいくら
かのグラフトコポリマーを形成することができ、ゴム自体を均一化することに作用し得る
。重合は、モノマーの塊状、乳化または懸濁で行われ得る。
【０００７】
　衝撃改良スチレン系ポリマーはゴム変性スチレン系ポリマーとしても知られ、いくつか
のよく知られた例としては、高衝撃ポリスチレン（ＨＩＰＳ）やアクリロニトリルブタジ
エンスチレンコポリマー（ＡＢＳ）が挙げられる。
【０００８】
　衝撃改良スチレン系ポリマーは電算機コンソール、テレビ、携帯電話、コンピュータ、
ステレオ、玩具及びその他多くのような、電子機器や消費材向けに幅広く使用されている
。
【０００９】
　ＨＩＰＳ及びＡＢＳは市販されており、よく知られた方法で生産される。
【００１０】
　難燃性ＨＩＰＳ及びＡＢＳは、難燃剤として臭素化合物を用いて得られる。なぜなら、
それらがポリマーの良好な機械的特性（例えば、耐衝撃性）を維持する能力を有するため
である。最も広く用いられるＡＢＳ及びＨＩＰＳ向けの難燃剤は、エチレンビステトラブ
ロモフタルイミド、デカブロモジフェニルエタン、臭素化エポキシオリゴマーやテトラブ
ロモビスフェノールＡである。酸化アンチモンが相乗化剤として使用され得る。しかしな
がら、臭素化合物はハロゲン難燃剤の使用制限が進められているために置き換える必要が
ある。
【００１１】
　例えば、以下に示すような有機アリールリン化合物が（臭素難燃剤の）置き換えとなる
いくつかの市販ノンハロゲン難燃剤としてＨＩＰＳに使用されている。
【００１２】
　　レゾルシノールビス（ジフェニルホスフェート）
　　ビスフェノールＡビス（ジフェニルホスフェート）
　　ポリマー性ビフェニルホスフェート
　　ジフェニルクレジルホスフェート
　　トリフェニルホスフェート。
【００１３】
　しかしながら、これらの有機アリール燐系難燃剤は、難燃特性に関して高い基準、すな
わち、ＵＬ－９４のＶ－０は満たせず、実際に、Ｖ－２としてのみ結果を出している。
【００１４】
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　ポリマーの製造業者はこれまで、高い難燃性の基準、すなわち、ＵＬ－９４のＶ－０を
満たす、ハロゲンを含まないＨＩＰＳ及びＡＢＳ向けの難燃剤を得ることの試みに成功し
ていない。
【００１５】
　高い難燃性の基準を満たす、ＨＩＰＳのハロゲンフリー難燃素材は高衝撃スチレンポリ
マーとフェニルエーテルポリマーとのブレンドから作られ、市販されている。フェニルエ
ーテルポリマーは高レベルの本質的難燃性を特徴とする。これらのポリマー組成物は簡易
的に「ＨＩＰＳ」或いはより正確に「ＨＩＰＳ／ＰＰＯ」と呼ばれる。市販のフェニルエ
ーテルポリマーは二つの異なる種類：ポリフェニレンエーテル（ＰＰＥ）及びポリフェニ
レンオキシド（ＰＰＯ）に属する。ＰＰＥ及びＰＰＯは化学組成が類似し、一般的に同等
の素材として扱われ、一般的に両方がＰＰＯと呼ばれる。それらは加工の難しいポリマー
であり、ポリスチレン或いはＨＩＰＳをブレンドすることにより樹脂組成物の加工がより
容易になることにもかかわらず、純粋なＨＩＰＳ樹脂と比較して成形作業において多くの
困難に直面する。その上、ＰＰＯはそれ自体が一般的にＨＩＰＳ樹脂より高価である。Ｈ
ＩＰＳ／ＰＰＯブレンドは本発明の目的ではない。
【００１６】
　高い難燃基準を満たす、ＡＢＳのハロゲンフリー難燃製品はＡＢＳポリマーとポリカー
ボネートのブレンドにより作られ、主要な製造業者から入手できる。ポリカーボネートは
高レベルの本質的難燃性を特徴とする。これらの組成物は「ＰＣ／ＡＢＳ」と呼ばれる。
ポリカーボネートは加工の難しいポリマーであり、ＡＢＳをブレンドすることによりその
組成物の加工が容易になるという事実にもかかわらず、依然として、純粋なＡＢＳ樹脂と
比較して成形作業においていくつかの困難に直面する。その上、ポリカーボネートはそれ
自体が一般的にＡＢＳ樹脂より高価である。ＰＣ／ＡＢＳブレンドは本発明に従うもので
はない。
【００１７】
　特許文献１（ＣＮ１０２７４６６０８Ａ）は、ポリエチレンワックス、ステアリン酸カ
ルシウム、ペンタエリスリトール、シアヌル酸メラミン及びポリリン酸アンモニウムから
選択される少なくとも一種の難燃助剤と、次亜燐酸アルミニウムから構成される環境に優
しい難燃性ＡＢＳ樹脂を開示する。しかしながら、これらの組成物は十分な難燃特性に欠
け、特にＵＬ－９４規格において１．６ｍｍ厚みでＶ－０に達しない。
【００１８】
　特許文献２（ＣＮ１０３１１３７０８Ａ）は難燃剤が有機亜燐酸塩或いは次亜燐酸塩と
相乗化アンモニウム塩との併用であるＡＢＳ難燃性樹脂を記載する。しかしながら、この
ケースにおいても、これらの組成物は十分な加工性に欠け、混合工程の間に炎や煙を生じ
る。
【００１９】
　特許文献３（特開２００２－１６１２１１）は難燃剤が有機亜燐酸塩或いは次亜燐酸塩
と燐酸エステルの併用である様々な熱可塑性樹脂を含む難燃樹脂組成物を開示する。００
２６段落においては、ポリエステル系樹脂（Ａ－１）またはポリアミド系樹脂（Ａ－３）
とポリスチレン系樹脂（Ａ－２）の重量比の好ましい範囲について、「上記組合せにおけ
る配合割合（重量比）は、（Ａ－１）／（Ａ－３）、（Ａ－１）／（Ａ－２）及び（Ａ－
３）／（Ａ－２）が、好ましくは１００／０～５／９５、より好ましくは１００／０～１
０／９０、更に好ましくは１００／０～３０／７０である。この範囲であれば、難燃性、
耐熱性及び耐衝撃性を高いレベルで保持できるので好ましい。」と記載している。すなわ
ち、ポリスチレン系樹脂（Ａ－２）の比率を９５％までとすることが好ましく、９０％ま
でとすることが好ましく、７０％までとすることが更に好ましいことを説明している。す
なわち、ポリスチレン系樹脂の比率が９５％までであれば難燃性が好ましいレベルに保持
され、ポリスチレン系樹脂の比率が９０％までであれば難燃性がより好ましいレベルに保
持され、ポリスチレン系樹脂の比率が７０％までであれば難燃性が更に好ましいレベルに
保持されると記載されている。しかしながら、ここでは、そのような好ましい重量比でＵ
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Ｌ－９４のＶ－０のように非常に厳しい難燃性の基準を達成できるとは記載されていない
。そして、具体的には、実施例には少量（１０％）のＡＢＳ樹脂と多量（９０％）の他の
樹脂との混合物に次亜燐酸カルシウムおよび多量のガラス繊維を配合するもののみが開示
され、衝撃改良スチレン系樹脂を主成分とする樹脂組成物においてＵＬ－９４のＶ－０を
達成することは開示されない。
【００２０】
　さらに、特許文献３の上記００２６段落の記載について、（Ａ－２）のポリスチレン系
樹脂に着目して見ればその量が少ない方が好ましい程度が大きくなっていることと、かつ
特許文献３の実施例では（Ａ－２）のポリスチレン系樹脂が１０重量％しか含まれていな
い組成物のみが開示されていることとを踏まえると、特許文献３の全体としては、「ポリ
スチレン系樹脂の割合は、より少ない方が好ましい」ことが示されていると理解される。
【００２１】
　特許文献３においては特に、多量のガラス繊維を含まない樹脂組成物においてＵＬ－９
４のＶ－０を達成することは開示されない。
【００２２】
　すなわち、衝撃改良スチレン系樹脂を主成分とする熱可塑性樹脂組成物において高い難
燃性を達成することは非常に困難であり、具体的には、００２６段落に記載されているよ
うな重量比ではＵＬ－９４のＶ－０のように非常に厳しい難燃性の基準を達成できなくて
、実施例に示されるとおり、スチレン系樹脂の量を１０％まで減らしてガラス繊維を多量
に添加しなければＵＬ－９４のＶ－０を達成することができない。特許文献３の発明によ
っては、衝撃改良スチレン系樹脂を主成分とする熱可塑性樹脂組成物において難燃性を達
成することはできなかった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００２３】
【特許文献１】中国特許出願公開第１０２７４６６０８号
【特許文献２】中国特許出願公開第１０３１１３７０８号
【特許文献３】特開２００２－１６１２１１
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００２４】
　本発明の目的
　本発明の目的はハロゲンフリーの、非強化或いは強化の高難燃スチレン系衝撃改良樹脂
を提供することである。
【００２５】
　本発明の他の目的は厚みの薄い部材で国際規格のＵＬ－９４のＶ－０となる、ハロゲン
フリーの高難燃スチレン系衝撃改良樹脂を提供することである。
【００２６】
　重ねて本発明の他の目的は試験片厚みが好ましくは３．２ｍｍ以下、より好ましくは１
．６ｍｍでＶ－０となる、ハロゲンフリーの高難燃スチレン系衝撃改良樹脂組成物を提供
することである。
【００２７】
　本発明のさらに他の目的は、良好な審美的及び機械的特性を有する、ハロゲンフリー高
難燃スチレン衝撃改良ポリマーをベースとするハロゲンフリーの難燃性成形組成物及び製
品を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００２８】
　本発明の組成物および難燃剤によれば、これらの及び他の目的が達成される。
【００２９】
　例えば、本発明は、下記の組成物および難燃剤を提供する。
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（項１）
　ハロゲン非含有難燃熱可塑性樹脂組成物であって、
　　（Ａ）熱可塑性樹脂、
　　（Ｂ）次亜燐酸アルミニウム、
　　（Ｃ）芳香族燐酸エステル、及び
　　（Ｄ）ドリップ防止剤
を含み、
　該（Ａ）熱可塑性樹脂のうちの５０重量％以上が衝撃改良スチレン系樹脂である、
樹脂組成物。
（項２）
　前記（Ａ）熱可塑性樹脂のうちの８０重量％以上が衝撃改良スチレン系樹脂である、上
記項１に記載の樹脂組成物。
（項３）
　前記衝撃改良スチレン系樹脂がＡＢＳ樹脂である、上記項１または項２に記載の樹脂組
成物。
（項４）
　前記（Ｃ）芳香族燐酸エステルが芳香族縮合燐酸エステルである上記項１～３のいずれ
か１項に記載の樹脂組成物。
（項５）
　前記（Ｃ）芳香族燐酸エステルがレゾルシノールビス（ジ－２，６－キシリルホスフェ
ート）である上記項１～３のいずれか１項に記載の樹脂組成物。
（項６）
　前記（Ｄ）ドリップ防止剤がポリテトラフルオロエチレンをベースとする樹脂である上
記項１～５のいずれか１項に記載の樹脂組成物。
（項７）
　前記（Ｂ）次亜燐酸アルミニウムと前記（Ｃ）芳香族燐酸エステルの重量比が（Ｂ）：
（Ｃ）＝９０：１０～６０：４０である上記項１～６のいずれか１項に記載の樹脂組成物
。
（項８）
　前記（Ｂ）次亜燐酸アルミニウムと前記（Ｃ）芳香族燐酸エステルの重量比が（Ｂ）：
（Ｃ）＝８５：１５～６５：３５である上記項１～６のいずれか１項に記載の樹脂組成物
。
（項９）
　前記（Ｂ）次亜燐酸アルミニウムと前記（Ｃ）芳香族燐酸エステルの重量比が（Ｂ）：
（Ｃ）＝８０：２０～７０：３０である上記項１～６のいずれか１項に記載の樹脂組成物
。
（項１０）
　前記ドリップ防止剤の量が樹脂組成物のうち０．１～０．６重量％である上記項６に記
載の樹脂組成物。
（項１１）
　ガラス繊維を含まない、上記項１～１０のいずれか１項に記載の樹脂組成物。
（項１２）
　ハロゲン非含有熱可塑性樹脂組成物を難燃化するための難燃剤であって、
　該熱可塑性樹脂組成物は、
　　（Ａ）熱可塑性樹脂、及び
　　（Ｄ）ドリップ防止剤
を含み、
　該（Ａ）熱可塑性樹脂のうちの５０重量％以上が衝撃改良スチレン系樹脂であり、
　該難燃剤が、
　　（Ｂ）次亜燐酸アルミニウム、及び
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　　（Ｃ）芳香族燐酸エステル
を含み、該（Ｃ）芳香族燐酸エステルの重量が、該（Ｂ）次亜燐酸アルミニウムと該（Ｃ
）芳香族燐酸エステルの合計重量のうちの１０％以上である、難燃剤。
（項１３）
　前記衝撃改良スチレン系樹脂がＡＢＳまたはＨＩＰＳであり、前記（Ｃ）芳香族燐酸エ
ステルがレゾルシノールビス（ジ－２，６－キシリルホスフェート）であり、前記（Ｂ）
次亜燐酸アルミニウムと前記（Ｃ）芳香族燐酸エステルの重量比が（Ｂ）：（Ｃ）＝８５
：１５～６５：３５である、上記項１２に記載の難燃剤。
（項１４）
　前記衝撃改良スチレン系樹脂が高衝撃ポリスチレン樹脂（ＨＩＰＳ）である上記項１、
２、４～１０のいずれか１項に記載の樹脂組成物。
【００３０】
　また、本発明の別の局面によれば、これらの及び他の目的は、
　Ａ）少なくとも一種の衝撃改良熱可塑性スチレン系樹脂、
　Ｂ）第一の難燃剤成分として、少なくとも一種の燐の原子価状態が＋１である次亜燐酸
金属塩、
　Ｃ）第二の難燃剤成分として、少なくとも一種の芳香族燐酸エステル
　Ｄ）少なくとも一種のドリップ防止剤
　Ｅ）フィラー及び／又は強化繊維
　Ｆ）その他慣用的な添加剤
を含む樹脂組成物により達成される。
【発明の効果】
【００３１】
　本発明によれば、衝撃改良スチレン系樹脂を主成分とする樹脂組成物において高い難燃
性と容易な成形性が達成される。
【発明を実施するための形態】
【００３２】
　発明の説明
　本発明によれば、熱可塑性スチレン系衝撃改良ポリマーは好ましくはＡＢＳ及び／また
はＨＩＰＳとして選択される。
【００３３】
　そのため、本発明の目的はＡＢＳやＨＩＰＳのような衝撃改良スチレン系樹脂、次亜燐
酸金属塩（例えば、次亜燐酸アルミニウム）、芳香族燐酸エステル、ドリップ防止剤、及
び他の慣用的な添加剤をベースとする難燃組成物である。
【００３４】
　次亜燐酸金属塩は燐の原子価状態が＋１であることを特徴とする。
【００３５】
　次亜燐酸金属塩は以下の化学式を有する：
　　　　Ｍｅ（Ｈ２ＰＯ２）ｎ

　ここで、
　ｎは、Ｍｅで示される金属の原子価に依存する１から４の整数であり、金属Ｍｅは周期
表の第Ｉ、ＩＩ、ＩＩＩ及びＩＶ族に属する。
【００３６】
　次亜燐酸アルミニウムは以下の化学式を有する：
　　　　Ａｌ（Ｈ２ＰＯ２）３

　次亜燐酸ナトリウム及び次亜燐酸カルシウムは幅広く商業的に入手でき、通常は対応す
る金属水酸化物と黄燐との反応で製造され、例えば、Ｍｅがカルシウムとして選択される
次の反応スキームによる：
　　Ｐ４　＋　２Ｍｅ（ＯＨ）２　＋　Ｈ２Ｏ
　　→　Ｍｅ（Ｈ２ＰＯ２）２　＋　ＭｅＨＰＯ３　＋　ＰＨ３
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　カルシウム及びナトリウム以外の次亜燐酸金属塩は通常、対応する金属水酸化物と次亜
燐酸との反応或いは対応する金属塩の交換反応により製造される（例えば、“Ｈｙｐｏｐ
ｈｏｓｐｈｏｒｕｓ　Ａｃｉｄ　ａｎｄ　ｉｔｓ　ｓａｌｔｓ，　Ｒｕｓｓｉａｎ　Ｃｈ
ｅｍｉｃａｌ　Ｒｅｖｉｅｗ，　４４（１２），　１９７５”を参照）。この方法を用い
て次亜燐酸アルミニウムも製造することができる。
【００３７】
　従って、本発明はハロゲンフリー難燃組成物に関連し、本質的に衝撃改良スチレン系樹
脂、少なくとも一種の次亜燐酸金属塩、難燃剤として少なくとも一種の芳香族燐酸エステ
ル、及び少なくとも一種のドリップ防止剤を含み、並びに他の慣用的な添加剤を含んでも
よい。
【００３８】
　このような組成物は高い難燃性と容易な成形性を有する。
【００３９】
　特に好ましくは、衝撃改良スチレン系樹脂がＡＢＳ或いはＨＩＰＳとして選択され、次
亜燐酸金属塩が次亜燐酸アルミニウムとして選択され、芳香族燐酸エステルがレゾルシノ
ールビス（ジ－２，６－キシリルホスフェート）として選択され、ドリップ防止剤及び、
他の、例えば、フィラー、顔料、熱的安定剤及び加工安定剤のような慣用的な添加剤の組
成物である。
【００４０】
　本発明によれば、他の慣用的な添加剤としては、加工性向上剤、熱及び加工安定剤、Ｕ
Ｖ安定剤、顔料、分散剤、離型剤、結晶核剤、及びその混合物から選択され得る。
【００４１】
　本発明によれば、次亜燐酸金属塩は燐の原子価が＋１であり、次亜燐酸アルミが好まし
い。
【００４２】
　本発明によれば、難燃剤である芳香族燐酸エステルはレゾルシノールビス（ジ－２，６
－キシリルホスフェート）が好ましい。
【００４３】
　以下に、本発明のさらなる局面を、より詳細に記載する。
【００４４】
　Ａ）熱可塑性樹脂
　本発明の樹脂組成物においては、ハロゲン非含有熱可塑性樹脂を使用する。
【００４５】
　本発明の樹脂組成物においては、その熱可塑性樹脂の主成分として衝撃改良スチレン系
樹脂を使用する。
【００４６】
　衝撃改良スチレン系樹脂の量は、熱可塑性樹脂の合計重量のうちの３０重量％以上であ
ることが好ましい。より好ましくは、衝撃改良スチレン系樹脂の量は、熱可塑性樹脂の合
計重量のうちの４０重量％以上である。さらに好ましくは、衝撃改良スチレン系樹脂の量
は、熱可塑性樹脂の合計重量のうちの５０重量％以上である。必要に応じて、衝撃改良ス
チレン系樹脂の量は、熱可塑性樹脂の合計重量のうちの５５重量％以上であってもよく、
６０重量％以上であってもよく、６５重量％以上であってもよく、７０重量％以上であっ
てもよく、７５重量％以上であってもよく、８０重量％以上であってもよく、８５重量％
以上であってもよく、９０重量％以上であってもよく、９５重量％以上であってもよく、
１００重量％であってもよい。
【００４７】
　樹脂組成物が衝撃改良スチレン系樹脂を多量に含む場合、難燃性において不利になる。
しかしながら、本発明においては、樹脂組成物が衝撃改良スチレン系樹脂を多量に含む場
合においても高い難燃性が達成される。
【００４８】
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　本発明の樹脂組成物に衝撃改良スチレン系樹脂以外の熱可塑性樹脂を用いる場合、その
熱可塑性樹脂としては、衝撃改良スチレン系樹脂以外の、従来公知の任意の熱可塑性樹脂
を使用することができる。
【００４９】
　Ａ１）衝撃改良スチレン系樹脂（例えば、ＡＢＳ或いはＨＩＰＳ）
　衝撃改良スチレン系樹脂としては、従来公知の任意の衝撃改良スチレン系樹脂を使用す
ることができる。
【００５０】
　ＨＩＰＳは、重合したゴム相をスチレンモノマーへ分散し、スチレンがゴム及びグラフ
ト化剤の存在下、熱可塑相へ重合されることで調製される。ゴムは部分的に架橋し、スチ
レンの分子量増加につれて混合物から分離する。いくつかの具体例でゴムはＳＢＲ（スチ
レンブタジエンラバー）のようなグラフト化スチレンモノマーを含む。ゴムと熱可塑相間
のグラフト量は変化し用途に依存する。
【００５１】
　ＡＢＳは、重合したゴム相をスチレン及びアクリロニトリルモノマーへ分散し、スチレ
ンとアクリロニトリルがゴム及びグラフト化剤の存在下で共重合することで調製される。
ゴムは部分的に架橋し、スチレン／アクリロニトリル共重合体の分子量が増加するにつれ
て、分離する。ゴムは典型的にはブタジエンタイプのゴムだが、スチレンとアクリロニト
リルとアルキルアクリレートの共重合体、ブタジエンとスチレンの共重合体、イソプレン
タイプのゴムから選択される。いくつかの具体例でゴムはＳＡＮ（スチレンアクリロニト
リルゴム）のようなスチレンモノマーとアクリロニトリルのグラフト化モノマーを含む。
ゴムと熱可塑相間のグラフト量は変化し用途に依存する。
【００５２】
　Ｂ）次亜燐酸アルミニウム
　最も適切な次亜燐酸の選択はいくつかの重要な因子に従属する。特に適切な次亜燐酸塩
は２００℃以上の温度の溶融処理に耐える十分な熱安定性を持つ。仮にそれらが水和物を
形成した場合、それらには対応する無水形態が使用され、それらが後に周囲の湿度にさら
された時に吸湿してはいけない。次亜燐酸塩の例は次亜燐酸アルミニウム（ＣＡＳ７７８
４－２２－７）、次亜燐酸カルシウム（ＣＡＳ７７８９－７９－９）、次亜燐酸マンガン
（ＣＡＳ１００４３－８４－２）、次亜燐酸マグネシウム（ＣＡＳ１０３７７－５７－８
）、次亜燐酸亜鉛（ＣＡＳ１５０６０－６４－７）、次亜燐酸バリウム（ＣＡＳ１７１２
５８－６４－３）である。本発明によると最も好ましいのは次亜燐酸アルミニウムである
。
【００５３】
　化学構造がＡｌ（Ｈ２ＰＯ２）３である次亜燐酸アルミニウムは、例えばＩｔａｌｍａ
ｔｃｈ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｓｐａ　（製品名はＰｈｏｓｌｉｔｅ　ＩＰ－Ａ）により、
低吸水率で高純度の熱可塑加工に適切な異なった粒径分布の白色粉体として広く製造され
る。
【００５４】
　次亜燐酸アルミニウムは多くの無水の次亜燐酸塩のように可燃性の粉体で、輸送と取り
扱いを容易にするため、他の個体の難燃剤と乾燥混合粉体として、あるいはマスターバッ
チ形態で販売される。
【００５５】
　このように、次亜燐酸アルミニウムは可燃性の粉体であるために、輸送と取扱いが容易
ではないという欠点がある。そのため、次亜燐酸アルミニウムは難燃剤として好ましい物
質であるとは考えられていなかった。当業者が次亜燐酸アルミニウムを難燃剤として選択
することは容易ではなかった。
【００５６】
　本発明においては次亜燐酸アルミニウムが非常に良好な性能を示す。そのため、１つの
実施形態においては、樹脂組成物または難燃剤に次亜燐酸アルミニウム以外の次亜燐酸塩
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【００５７】
　Ｃ）芳香族燐酸エステル
　本発明において、芳香族燐酸エステルとしては、従来公知の任意の芳香族燐酸エステル
を使用することができる。
【００５８】
　例えば、好ましい芳香族燐酸エステルは以下の一般化学構造として示され得る。
【００５９】
【化１】

【００６０】
（式中、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ１’、Ｒ２’、Ｒ３’、Ｒ１’’、Ｒ２’’、Ｒ３’’、
Ｒ１’’’、Ｒ２’’’、Ｒ３’’’はそれぞれ独立してＨ（水素）或いはＣ１からＣ４

（炭素数１から４）のアルキル基から選択され、ＸはＣ６のアリール基或いはジフェニル
メタン誘導体から選択され、ｎは０から７の整数である。）
　例えば、ｎ＝０の場合、例としては、トリフェニルホスフェート、トリ（２，６－ジメ
チルフェニル）ホスフェート及びその組み合わせを含む。
【００６１】
　例えば、ｎ＝１から７でＸがアリール基の場合、例としては、レゾルシノールビス（ジ
フェニルホスフェート）或いはレゾルシノールビス（ジ－２，６－キシリルホスフェート
）を含む。
【００６２】
　例えば、ｎ＝１から２でＸ＝（ＣＨ３）２Ｃ（Ｃ６Ｈ４）２の場合、例としては、ビス
フェノールＡビス（ジフェニルホスフェート）を含む。
【００６３】
　本発明の難燃剤として作用する好ましい芳香族燐酸エステルは室温において固体であり
、すなわち、融点が４０℃より高いものであり、より好ましくは、融点が８０℃より高い
ものである。
【００６４】
　本発明によると、芳香族燐酸エステルの一つの例は下記の化学構造を持つレゾルシノー
ルビス（ジ－２，６－キシリルホスフェート）（ＲＤＸ）である：
　（レゾルシノールビス（ジ－２，６－キシリルホスフェート）（ＲＤＸ））
【００６５】
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【化２】

【００６６】
　液体と比較して、固体の燐酸エステルは、本発明の目的のために有利である。なぜなら
、固体の燐酸エステルは、粉体形態で可燃性固体である次亜燐酸塩と混合でき、混合粉体
の可燃性を抑制するからである。非可燃性の粉体の取り扱いは安全性、設備及び操作の複
雑さの観点から実際に有利である。従って、芳香族燐酸エステルと次亜燐酸塩の混合使用
は化合物の取り扱いや処理性、及び本発明の難燃性ハロゲンフリースチレン衝撃強度改良
樹脂組成物の製造における工業的プロセスを容易にする。
【００６７】
　本発明の樹脂組成物において、（Ｂ）次亜燐酸アルミニウムと（Ｃ）芳香族燐酸エステ
ルの合計重量は、熱可塑性樹脂の合計１００重量部に対して、好ましくは、５重量部以上
であり、より好ましくは、１０重量部以上であり、さらに好ましくは、１５重量部以上で
あり、いっそう好ましくは、２０重量部以上であり、ひときわ好ましくは、２５重量部以
上であり、特に好ましくは、３０重量部以上である。また、（Ｂ）次亜燐酸アルミニウム
と（Ｃ）芳香族燐酸エステルの合計重量は、熱可塑性樹脂の合計１００重量部に対して、
好ましくは、６５重量部以下であり、より好ましくは、６０重量部以下であり、さらに好
ましくは、５５重量部以下であり、いっそう好ましくは、５０重量部以下であり、ひとき
わ好ましくは、４５重量部以下であり、特に好ましくは、４０重量部以下であり、最も好
ましくは、３５重量部以下である。上限は、難燃性の観点からは限定されないが、多過ぎ
ると樹脂組成物の物性が低下する場合がある。
【００６８】
　本発明の難燃剤および樹脂組成物において、（Ｂ）次亜燐酸アルミニウムと（Ｃ）芳香
族燐酸エステルの合計重量のうち、（Ｂ）次亜燐酸アルミニウムの量は、好ましくは、６
０重量％以上であり、より好ましくは、６５重量％以上であり、さらに好ましくは、７０
重量％以上であり、いっそう好ましくは、７１重量％以上であり、ひときわ好ましくは、
７２重量％以上であり、特に好ましくは、７３重量％以上であり、最も好ましくは、７４
重量％以上である。（Ｂ）次亜燐酸アルミニウムと（Ｃ）芳香族燐酸エステルの合計重量
のうち、（Ｂ）次亜燐酸アルミニウムの量は、好ましくは、９５重量％以下であり、より
好ましくは、９０重量％以下であり、さらに好ましくは、８５重量％以下であり、いっそ
う好ましくは、８０重量％以下であり、ひときわ好ましくは、７８重量％以下であり、特
に好ましくは、７７重量％以下であり、最も好ましくは、７６重量％以下である。
【００６９】
　非常に好ましい実施形態においては、（Ｂ）次亜燐酸アルミニウムと（Ｃ）芳香族燐酸
エステルの合計重量のうち、（Ｂ）次亜燐酸アルミニウムの量は、７５重量％である。こ
の（Ｂ）次亜燐酸アルミニウムの量が７５重量％に近ければ、難燃剤および樹脂組成物は
極めて優れた特性を示す。
【００７０】
　Ｄ）ドリップ防止剤
　本発明において、ドリップ防止剤（滴下防止剤）としては、従来公知のドリップ防止剤
が使用され得る。
【００７１】
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　ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）は、要求されるＵＬ－９４のＶ－０或いは類
似規格を満たすための難燃性樹脂組成物においてドリップ防止剤として幅広く使用される
。高分子量のＰＴＦＥ成分は樹脂成形の間のせん断条件下でマイクロフィブリルを形成す
る。圧迫されたフィブリルは樹脂マトリックスの中に物理的に固定化された網状構造を生
み出す。樹脂の燃焼の間のフィブリルの弛緩は広範囲の樹脂での収縮とドリップの抑制を
引き起こす。
【００７２】
　高分子量ＰＴＦＥはドリップ抑制には役立つが、時にはその凝集傾向により取り扱いが
困難で、工業的スケールの取り扱いを困難にする。
【００７３】
　アクリルで変性したＰＴＦＥ或いは「ＴＳＡＮ」と呼ばれるスチレンアクリロニトリル
（ＳＡＮ）をコートしたＰＴＦＥのように特別に変性したグレードは、優れた粉体流動性
の高い分散効率を保証できる。このような製品は個々に、例えば、ＥＰ０７５８０１０Ａ
１或いはＷＯ０３０６２２９１Ａ１に記載される。
【００７４】
　ドリップ防止添加剤は、通常は、樹脂組成物の０．１～０．６重量％の範囲で使用され
る。ドリップ防止剤の量は、好ましくは、樹脂組成物の０．１５重量％以上であり、０．
２０重量％以上であってもよく、あるいは、０．２５重量％以上であってもよい。ドリッ
プ防止剤の量は、好ましくは、樹脂組成物の０．５５重量％以下であり、０．５重量％以
下であってもよく、０．４５重量％以下であってもよく、０．４重量％以下であってもよ
く、あるいは、０．３５重量％以下であってもよい。
【００７５】
　Ｅ）フィラー及び／又は強化用繊維
　本発明の樹脂組成物は、必要に応じて繊維（例えば、強化用繊維）を含んでもよい。繊
維としては、公知の任意の繊維が使用され得る。有機繊維（例えば、カーボン繊維）も使
用可能であり、無機繊維（例えば、ガラス繊維）も使用可能である。
【００７６】
　繊維（有機繊維または無機繊維）の使用量は特に限定されない。例えば、繊維の使用量
は熱可塑性樹脂の合計１００重量部に対して、０．１重量部以上であってもよく、０．５
重量部以上であってもよく、１重量部以上であってもよく、２重量部以上であってもよく
、５重量部以上であってもよく、１０重量部以上であってもよく、１５重量部以上であっ
てもよく、２０重量部以上であってもよく、２５重量部以上であってもよく、あるいは、
３０重量部以上であってもよい。また、必要に応じて、３５重量部以上であってもよく、
４０重量部以上であってもよく、あるいは、４５重量部以上であってもよい。そして、繊
維の使用量は、熱可塑性樹脂の合計１００重量部に対して、１００重量部以下であっても
よく、９０重量部以下であってもよく、８０重量部以下であってもよく、７０重量部以下
であってもよく、６０重量部以下であってもよく、あるいは、５０重量部以下であっても
よい。
【００７７】
　樹脂組成物が無機繊維を多量に含む場合、難燃性において有利になる。樹脂組成物が無
機繊維を少量しか含まない場合、難燃性において不利になる。しかしながら、本発明にお
いては、樹脂組成物が無機繊維を少量しか含まない場合（例えば、上記列挙した上限より
も少ない場合、あるいは、さらに少ない場合）、あるいは、無機繊維を含まない場合にお
いても高い難燃性が達成される。すなわち、無機繊維の含有量が上記列挙した上限のいず
れかよりも少ない実施形態、あるいは、さらに少ない実施形態、例えば、熱可塑性樹脂の
合計１００重量部に対して、４０重量部以下である実施形態、３０重量部以下である実施
形態、２０重量部以下である実施形態、１０重量部以下である実施形態、５重量部以下で
ある実施形態、３重量部以下である実施形態、または、１重量部以下である実施形態、さ
らには含有量が０である実施形態などにおいて、本発明は高い難燃性を達成できる組成物
を提供する。
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【００７８】
　本発明に使用される好ましい強化用繊維の例は、カーボン繊維、アラミド繊維、好まし
くは市販のチョップドガラス形状で使用されるガラス繊維などである。熱可塑性樹脂との
相溶性を向上するために強化繊維はシラン化合物（例えば、シランカップリング剤）で表
面を処理されていてもよい。強化用繊維は、上述した量で使用できるが、好ましくは、例
えば、樹脂組成物の１０重量％から５０重量％、より好ましくは２０重量％から３５重量
％の範囲で使用され得る。量が少ない場合、機械的特性の利点が少なく、そして５０重量
％を超えると溶融粘度が非常に高くなる。
【００７９】
　本発明の樹脂組成物は、必要に応じてフィラーを含んでもよい。
【００８０】
　本発明に使用され得るフィラーの例は、ガラスビーズ、中空ガラス球、アモルファスシ
リカ、チョーク、マイカ、焼成カオリン、ワラストナイト、タルク、炭酸マグネシウム、
硫酸バリウム又は類似の製品及びそれらを脂肪酸または同様の化合物で表面処理或いは脂
肪酸または同様の化合物の存在下で粉砕したものなどである。熱可塑性樹脂向けのフィラ
ーとして市場で広く販売されるいずれの微粒子もレーザーで計測した粉体の平均粒子径が
２ミクロンから２０ミクロンの範囲であれば、本発明の組成物に使用してもよい。
【００８１】
　フィラー（例えば、無機フィラー）の使用量は特に限定されない。例えば、熱可塑性樹
脂の合計１００重量部に対して、０．１重量部以上であってもよく、０．５重量部以上で
あってもよく、１重量部以上であってもよく、２重量部以上であってもよく、５重量部以
上であってもよく、１０重量部以上であってもよく、１５重量部以上であってもよく、２
０重量部以上であってもよく、２５重量部以上であってもよく、あるいは、３０重量部以
上であってもよい。また、必要に応じて、３５重量部以上であってもよく、４０重量部以
上であってもよく、あるいは、４５重量部以上であってもよい。そして、フィラー（例え
ば、無機フィラー）の使用量は、熱可塑性樹脂の合計１００重量部に対して、１００重量
部以下であってもよく、９０重量部以下であってもよく、８０重量部以下であってもよく
、７０重量部以下であってもよく、６０重量部以下であってもよく、あるいは、５０重量
部以下であってもよい。
【００８２】
　樹脂組成物が無機フィラーを多量に含む場合、難燃性において有利になる。樹脂組成物
が無機フィラーを少量しか含まない場合、難燃性において不利になる。しかしながら、本
発明においては、樹脂組成物が無機フィラーを少量しか含まない場合（例えば、上記列挙
した上限よりも少ない場合、あるいは、さらに少ない場合）、あるいは、無機フィラーを
含まない場合においても高い難燃性が達成される。すなわち、無機フィラーの含有量が上
記列挙した上限のいずれかよりも少ない実施形態、あるいは、さらに少ない実施形態、例
えば、熱可塑性樹脂の合計１００重量部に対して、４０重量部以下である実施形態、３０
重量部以下である実施形態、２０重量部以下である実施形態、１０重量部以下である実施
形態、５重量部以下である実施形態、３重量部以下である実施形態、または、１重量部以
下である実施形態、さらには含有量が０である実施形態などにおいて、本発明は高い難燃
性を達成できる組成物を提供する。
【００８３】
　Ｆ）他の慣用的な添加剤
　本発明による衝撃改良スチレン系樹脂をベースとする新規の難燃組成物は一種あるいは
それ以上の他の慣用的な添加剤を含んでもよい。添加剤は有機添加剤であってもよく、無
機添加剤であってもよい。このような慣用的な添加剤としては、例えば、下記化合物が挙
げられる：
加工助剤、熱及び加工安定剤、ＵＶ安定剤、顔料、分散剤、離型剤、結晶核剤、衝撃改良
剤として使用される部分架橋弾性ポリマー、及びこれらの混合物。
【００８４】
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　慣用的な添加剤（例えば、無機添加剤）の使用量は特に限定されない。例えば、熱可塑
性樹脂の合計１００重量部に対して、０．１重量部以上であってもよく、０．５重量部以
上であってもよく、１重量部以上であってもよく、２重量部以上であってもよく、５重量
部以上であってもよく、１０重量部以上であってもよく、１５重量部以上であってもよく
、２０重量部以上であってもよく、２５重量部以上であってもよく、あるいは、３０重量
部以上であってもよい。また、必要に応じて、３５重量部以上であってもよく、４０重量
部以上であってもよく、あるいは、４５重量部以上であってもよい。そして、慣用的な添
加剤（例えば、無機添加剤）の使用量は、熱可塑性樹脂の合計１００重量部に対して、１
００重量部以下であってもよく、９０重量部以下であってもよく、８０重量部以下であっ
てもよく、７０重量部以下であってもよく、６０重量部以下であってもよく、あるいは、
５０重量部以下であってもよい。
【００８５】
　樹脂組成物が無機添加剤を多量に含む場合、難燃性において有利になる。樹脂組成物が
無機添加剤を少量しか含まない場合、難燃性において不利になる。しかしながら、本発明
においては、樹脂組成物が無機添加剤を少量しか含まない場合（例えば、上記列挙した上
限よりも少ない場合、あるいは、さらに少ない場合）、あるいは、無機添加剤を含まない
場合においても高い難燃性が達成される。すなわち、無機添加剤の含有量が上記列挙した
上限のいずれかよりも少ない実施形態、あるいは、さらに少ない実施形態、例えば、熱可
塑性樹脂の合計１００重量部に対して、４０重量部以下である実施形態、３０重量部以下
である実施形態、２０重量部以下である実施形態、１０重量部以下である実施形態、５重
量部以下である実施形態、３重量部以下である実施形態、または、１重量部以下である実
施形態、さらには含有量が０である実施形態などにおいて、本発明は高い難燃性を達成で
きる組成物を提供する。
【００８６】
　以下の実験例は非限定的なものとして与えられる。
【実施例】
【００８７】
　実験部分
　以下の実施例では、下に列挙した成分が使用された。
樹脂：
　ＡＢＳ（Ｍａｇｎｕｍ　ＡＢＳ　３９０４，　ＳＴＹＲＯＮ製）、以下ＡＢＳと表記。
【００８８】
　ＨＩＰＳ（Ｅｄｉｓｔｉｒ　ＳＲ　５５０，　Ｅｎｉｃｈｅｍ　Ｖｅｒｓａｌｉｓ製）
、以下ＨＩＰＳと表記。
強化繊維：
　ガラス繊維（ＰＰＧ３７８６，　ＰＰＧ製）、以下ＧＦと表記。
安定剤：
　ヒンダードフェノール熱安定剤（Ｉｒｇａｎｏｘ　１０１０，　ＢＡＳＦ製）、以下、
Ｉｒｇ．１０１０と表記。
【００８９】
　亜燐酸加工安定剤（Ｉｒｇａｐｈｏｓ　１６８，　ＢＡＳＦ製）、以下、Ｉｒｇ．１６
８と表記。
次亜燐酸塩：
　次亜燐酸アルミニウム（Ｐｈｏｓｌｉｔｅ　ＩＰ－Ａ，　イタルマッチケミカル製）、
以下ＩＰ－Ａと表記。
【００９０】
　芳香族燐酸エステル：
　レゾルシノールビス（ジ－２，６－キシリルホスフェート）（ＰＸ－２００，　大八化
学工業製）、以下ＲＤＸと表記。
ドリップ防止剤：
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　フッ素化コポリマー（Ｄｙｎｅｏｎ　ＭＭ　３５９５，　３Ｍ製）、以下ＰＴＦＥと表
記。
【００９１】
　本発明によらない、比較例のための難燃剤：
次亜燐酸カルシウム（Ｐｈｏｓｌｉｔｅ　ＩＰ－Ｃ，　イタルマッチケミカル製）、以下
ＩＰ－Ｃと表記。
シアヌル酸メラミン（Ｍｅｌａｇａｒｄ　ＭＣ２５，　イタルマッチケミカル製）、以下
ＭＣと表記。
ポリリン酸アンモニウム（Ｅｘｏｌｉｔ　ＡＰ　４２２，　クラリアント製）、以下ＡＰ
Ｐと表記。
比較例向けに考慮される滑剤
ポリエチレンワックス（Ｋｅｍｆｌｕｉｄ　２０１，　ＵＮＩＯＮ　ＤＥＲＩＶＡＮ，　
Ｓ．Ａ．製）、以下、ＰＥｗａｘと表記。
ステアリン酸カルシウム（Ｋｅｍｉｓｔａｂ　ＥＣ，　ＵＮＩＯＮ　ＤＥＲＩＶＡＮ，　
Ｓ．Ａ．製）、以下ＣａＳｔｅａｒと表記。
比較例向けの他の添加剤
ペンタエリスリトール（Ｃｈａｒｍｏｒ　ＰＭ４０，　Ｐｅｒｓｔｏｒｐ製）、以下ＰＥ
ＲＴと表記。
硫酸アンモニウム（試薬グレード）、以下（ＮＨ４）ＳＯ４として表記。
塩化アンモニウム（試薬グレード）、以下ＮＨ４Ｃｌとして表記。
【００９２】
　本発明による実施例（実施例６から実施例９）及び比較例（比較例１から５、比較例１
０から１７）
　表１に示される全ての成分は２２０～２３０℃の範囲の温度で直径２０ｍｍの二軸押出
機で混合された。ペレットは異なった厚みに射出成形され、５本の試験片を２４時間２３
℃湿度５０％の条件とした。難燃性はＵＬ－９４の手順に従い報告された。試験がＶ－０
、Ｖ－１、Ｖ－２に達しない場合はＮＣ種別が与えられた。サンプルを押出し或いは射出
することができなかった場合、ＮＰに区分された。
【００９３】
　表１（実施例および比較例）
【００９４】
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【表１Ａ】

【００９５】
　*ＮＣ：Ｖ－０、Ｖ－１、Ｖ－２に達しなかった。
【００９６】
　 ＮＰ：成形加工できなかった。
【００９７】

【表１Ｂ】
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【００９８】
　*ＮＣ：Ｖ－０、Ｖ－１、Ｖ－２に達しなかった。
【００９９】
　 ＮＰ：成形加工できなかった。
【０１００】
　表１の解説　本発明の実施例（実施例６から実施例９）及び比較例（比較例１から比較
例５）
　難燃剤としてＩＰ－Ａのみを３５％添加した比較例１はＵＬ－９４のＶ－０に１．６ｍ
ｍでは達しなかった。ＲＤＸのみ２５％を含む比較例２は加工できなかった。ＲＤＸのみ
を２０％含む比較例３はＵＬ－９４で効果的でなかった。ＩＰ－ＡとＲＤＸの混合品の比
較例４はＵＬ－９４の１．６ｍｍでＶ－０には達せずＶ－２であった。ＰＴＦＥの存在下
ＩＰ－Ａを含む樹脂組成物の比較例５は１．６ｍｍではＵＬ－９４のＶ－０には達しなか
った。
【０１０１】
　ＩＰ－Ａ、ＲＤＸ及びＰＴＦＥの同じ組み合わせである、本発明の実施例６及び９はＡ
ＢＳ及びＨＩＰＳどちらでも１．６ｍｍでＵＬ－９４のＶ－０に達した。
【０１０２】
　ＩＰ－Ａ、ＲＤＸ及びＰＴＦＥの組み合わせを示す本発明の実施例７はガラス繊維存在
下でも、ＵＬ－９４のＶ－０に達する樹脂組成物を与えた。
【０１０３】
　ＩＰ－Ａ、ＲＤＸ及びＰＴＦＥの組み合わせで安定剤を用いない実施例８は効果的で、
１．６ｍｍでＵＬ－９４のＶ－０に達した。
【０１０４】
　表１の解説、比較例１０から１４（ＣＮ１０２７４６６０８Ａ）
　ＣＮ１０２７５６６０８Ａに記載される、次亜燐酸アルミニウム（ＩＰ－Ａ）と助剤と
して記載される他の要素との組み合わせを示す比較例１０から１４はＵＬ－９４のＶ－０
に達しなかったか、あるいは成形加工できなかった。
【０１０５】
　表１の解説、比較例１５及び１６（ＣＮ１０３１１３７０８Ａ）
　ＣＮ１０３１１３７０８Ａに記載される次亜燐酸アルミニウム（ＩＰ－Ａ）とアンモニ
ウム塩の組み合わせを示す比較例１５及び１６は成形加工できなかった。
【０１０６】
　上述のように、ＣＮ１０２７４６６０８Ａ及びＣＮ１０３１１３７０８Ａに記載される
樹脂組成物は、１．６ｍｍはおろか３．２ｍｍの試験片でもＶ－０に達しないことから、
本特許の目標に対しては満足に働かない。
【０１０７】
　それどころか、本発明による組成物に関して先行技術による組成物との違いは、本発明
による難燃樹脂組成物であればＵＬ－９４Ｖ試験で３．２ｍｍの厚みならＶ－０に達する
ことである。
【０１０８】
　表１の解説、比較例１７（特開２００２－１６１２１１）
　特開２００２－１６１２１１は特許請求の範囲に、様々な熱可塑性樹脂を記載し、そし
て００２６段落において、ポリスチレン系樹脂の量が少ない場合に難燃性等を高いレベル
に保持できると記載している。そして、実施例に記載される樹脂は９０％の他樹脂と１０
％のＡＢＳの混合物のみである。この樹脂混合物に次亜燐酸カルシウム、ＲＤＸ及びＧＦ
を添加した場合に３．２ｍｍでＶ－０に達することは開示されているが、ＡＢＳ樹脂を主
成分樹脂とする場合またはＡＢＳ樹脂を単独で使用する場合での性能は示されない。比較
例１７に示したように、実施例１の配合の樹脂成分をＡＢＳ樹脂のみにした場合、３．２
ｍｍでもＶ－０は得られなかった。特開２００２－１６１２１１の発明においては、衝撃
改良スチレン系樹脂を主成分とする樹脂組成物においてＵＬ－９４のＶ－０を達成できな
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いことが理解される。
【０１０９】
　（比較例１８から１９および実施例２０から２１）
　表２に示した成分は高速の実験室用ミキサーで均一に混合され、不燃性で空隙がなく低
熱伝導のベース板の上に長さ２５０ｍｍ幅２０ｍｍ高さ１０ｍｍの途切れないストリップ
或いは粉の列に形成された。粉体或いは顆粒物質は長さ２５０ｍｍの高さ１０ｍｍ幅２０
ｍｍの三角形断面をもつ型に緩く充填された。その後その型は固体表面から２ｃｍの高さ
から３回落とされた。その後必要な場合、型は再度充填された。その後側面の制限を取り
外し、過剰分を除く。不燃性で空隙の無い低熱伝導のベース板を型の上に置き、器具をひ
っくり返して型を外した。ガスバーナー（直径５ｍｍ）による炎を粉に着火するまで或い
は最大２分間粉の列の一方の末端に当てた。粉が着火しない或いは炎やくすぶりを伴った
燃焼が２００ｍｍの粉の列を４分間（あるいは４０分間）で伝播しない場合は、この物質
は可燃性でないとみなした。粉が燃焼した場合は燃焼時間を報告した。
【０１１０】

【表２】

【０１１１】
　上記比較例１８および１９から理解されるとおり、次亜燐酸アルミニウムを単独で使用
する場合または高い純度で使用する場合には、可燃性の問題がある。上記実施例２０およ
び２１から理解されるとおり、相当量の芳香族燐酸エステルと混合することにより、その
問題が解決される。
【産業上の利用可能性】
【０１１２】
　本発明の目的は厚みの薄い素材でＵＬ－９４規格のＶ－０を達成するハロゲンフリーの
高難燃スチレン衝撃改良樹脂を提供することにある。本発明の組成物等によりその目的が
達成される。
【０１１３】
　従って、一つの実施形態において、本発明は以下を提供する。
（項１）　以下の成分を含むハロゲンフリー難燃性衝撃改良スチレン熱可塑性組成物：
　Ａ）少なくとも一種の熱可塑性衝撃改良スチレン系樹脂
　Ｂ）第一の難燃剤成分として少なくとも一種の燐の原子価状態が+1である次亜燐酸金属
塩
　Ｃ）第二の難燃剤成分として少なくとも一つの芳香族燐酸エステル
　Ｄ）少なくとも一種のドリップ防止剤
　Ｅ）フィラー及び／又は強化繊維
　Ｆ）慣用的な添加剤。
（項２）　慣用的な添加物が、熱及び加工安定剤、ＵＶ安定剤、顔料、分散剤、離型剤、
結晶核剤及びその混合物であることを特徴とする上記項１の熱可塑性組成物。
（項３）　次亜燐酸金属塩が次亜燐酸アルミニウムであることを特徴とする上記項１また
は項２の熱可塑性組成物。
（項４）　芳香族燐酸エステルがレゾルシノールビス（ジ－２，６－キシレニルホスフェ
ート）であることを特徴とする上記項１～項３のいずれかに記載の熱可塑性組成物。
（項５）　ドリップ防止剤がポリテトラフルオロエチレンＰＴＦＥであることを特徴とす
る上記項１～項４のいずれかに記載の熱可塑性組成物。
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（項６）　スチレン衝撃改良熱可塑性樹脂がアクリロニトリルブタジエンスチレン共重合
樹脂ＡＢＳであることを特徴とする上記項１～項５のいずれかに記載の熱可塑性組成物。
（項７）　スチレン衝撃改良熱可塑性樹脂が高衝撃ポリスチレンＨＩＰＳであることを特
徴とする上記項１～項６のいずれかに記載の熱可塑性組成物。
（項８）　前記第一の難燃剤成分と前記第二の難燃剤成分が均一に混合されて得られた非
可燃性粉体混合物を含むことを特徴とする難燃剤であって、上記項１～項７のいずれかに
記載の熱可塑性組成物において使用するための難燃剤。
（項９）　高衝撃ポリスチレンＨＩＰＳ及び／又はアクリロニトリルブタジエンスチレン
コポリマーＡＢＳ熱可塑性組成物における難燃剤としての、上記項８の難燃剤の使用。
（項１０）　良好な外観と機械的特性を有する難燃成形組成物及びその製品の製造におけ
る上記項１の熱可塑性組成物の使用。
【０１１４】
　以上のように、本発明の好ましい実施形態を用いて本発明を例示してきたが、本発明は
、この実施形態に限定して解釈されるべきものではない。本発明は、特許請求の範囲によ
ってのみその範囲が解釈されるべきであることが理解される。当業者は、本発明の具体的
な好ましい実施形態の記載から、本発明の記載および技術常識に基づいて等価な範囲を実
施することができることが理解される。本明細書において引用した特許、特許出願および
文献は、その内容自体が具体的に本明細書に記載されているのと同様にその内容が本明細
書に対する参考として援用されるべきであることが理解される。
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